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RTAs における知的財産条項の実状を整理分析する。 そこでは、 主要 RTAs について知財制
度の構成にどのような傾向が見られるかを整理し、 知的財産条項の内容が、 ①知的財産保護
に関する実体面の合意、 ②知的財産保護に関する手続面の合意、 ③多国間協定上の義務に関












度に関する協力や、手続面について TRIPS 協定等を補う合意を RTAs に盛り込むことは、
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持つかという視点である。第二は、RTAs の知的財産条項が WTO レジームにとってどのよ
うな意義を持つかという視点である。本論文 5 章において詳述するが、RTAs の知的財産条
項は、WTO の TRIPS 協定の規律を受けるとともにこれを補完する面があり、また、その
合意内容の多くは TRIPS 協定の最恵国待遇原則(同協定 4 条)に基づいて当該 RTAs の当事





                                                  
1  本稿は、筆者が同様のテーマについてこれまで執筆した、鈴木將文「地域経済統合と知的財産制度につ
いて」 （財）国際貿易投資研究所・公正貿易センター『平成 16 年度 TRIPS 研究会報告書』171 頁(2005)
及び鈴木將文「地域経済統合と知的財産制度―『TRIPS プラス』条項の検討を中心に―」中山信弘先生
還暦記念『知的財産法の理論と現代的課題』539 頁(弘文堂、2005)の一部を利用している。本稿の準備




2  本稿は、地域貿易協定(RTAs)における知的財産関係の条項の有する問題点を、とりわけ TRIPS 協定を
はじめとする多国間規律との関係で検討しようとするものである。個々の地域貿易協定は FTA(Free 
Trade Agreement), EPA(Economic Partnership Agreement), Association Agreement など多様な呼称
で呼ばれているが、これらの異同を論ずることは本稿の問題関心外である。したがって、以下では、個々
の協定の固有名称として用いられている場合を除き、これら地域経済統合関係の協定を包括総称する概
念として RTAs(Regional Trade Agreements)の用語を用いる。地域経済統合に関する動向については、
外務省及び経済産業省の関連サイト<http:// www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/index.html> 、
<http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/ epa/index.html>等を参照。なお、地域経済統合とは、狭義











E.  MASKUS,  INTELLECTUAL  PROPERTY  RIGHTS IN THE GLOBAL  ECONOMY (2000); INTELLECTUAL 
PROPERTY AND DEVELOPMENT: LESSONS FROM RECENT ECONOMIC RESEARCH (Carsten Fink & Keith E. 
Maskus eds., 2005). 3   
2.  予備的検討―知的財産制度の特徴と国際的制度構築の意義― 
 

























                                                  
4  See,  e.g., Joseph E. Stiglitz, Knowledge as a Global Public Good, in G LOBAL  PUBLIC  GOODS: 
INTERNATIONAL COOPERATION IN THE 21ST CENTURY 308 (Inge Kaul, Isabelle Grunberg & Marc A. 
Stern eds., 1999); Keith E. Maskus & Jerome H. Reichman, The Globalization of Private Knowledge 
Goods and the Privatization of Global Public Goods, in INTERNATIONAL PUBLIC GOODS AND TRANSFER 
OF TECHNOLOGY UNDER A GLOBALIZED INTELLECTUAL PROPERTY REGIME 3, 8 (Keith E. Maskus & 
Jerome E. Reichman eds., 2005). 
5  後藤晃＝長岡貞男編 『知的財産制度とイノベーション』 1 頁 （後藤＝長岡執筆） （東京大学出版会、 2003） 。 
6 TRIPS 協定前文 4 段も、知的財産権が私権である旨を確認している。 
7 J OSEPH E. STIGLITZ, TOWARDS A PRO-DEVELOPMENT AND BALANCED INTELLECTUAL PROPERTY REGIME 2 
(2004), available at  
<http://www2.gsb.columbia.edu/faculty/jstiglitz/download/2004_TOWARDS_A_PRO_DEVELOPME
















(2)  国際的知的財産制度の意義 
 






知的財産制度の内容(保護の対象、 水準等)は、 各国の実状(経済水準、 技術水準、 産業構造、
文化的特性等)に対応して、少なくとも一定の範囲内で柔軟に定められるべきものであると
の認識もあると思われる。 このような認識は、 理論的にも根拠があることが示されている11。  












11 Carsten Fink & Keith E. Maskus, Why We Study Intellectual Property Rights and What We Have 
Learned, in INTELLECTUAL PROPERTY AND DEVELOPMENT, supra note 3, at 1, 13. 5   
 
(イ) 国際的調和の必要性 




















                                                  
12 W ILLIAM CORNISH & DAVID LLEWELYN, INTELLECTUAL PROPERTY: PATENTS, COPYRIGHT, TRADE MARKS 
AND ALLIED RIGHTS 115 (6th ed. 2007)は、専売条例(Statute of Monopolies)の 6 条が「真の、かつ最初






13 S TEPHEN  P.  LADAS,  PATENTS,  TRADEMARKS, AND RELATED  RIGHTS:  NATIONAL AND INTERNATIONAL 
PROTECTION 43 (1975)は、 外国人の産業財産権の保護を定める二国間の協定等が 18 世紀に次々と締結さ
れ、パリ条約が成立した 1883 年時点で少なくとも 69 存在していたことを紹介している。また、SAM 
RICKETSON & JANE C. GINSBURG, INTERNATIONAL COPYRIGHT AND NEIGHBOURING RIGHTS: THE BERNE 
CONVENTION AND BEYOND 23 (2007)  は、 19 世紀に国内法(フランス、 ベルギー)又は二国間条約により、
外国人の著作物の保護等が定められていった経緯を紹介している。 
14  例えば、Scotchmer 教授も、知的財産制度に係る条約の本質的な要素として、外国人投資家の内国民待
遇(national treatment of foreign investors)と制度調和(harmonization)を挙げている。Suzanne 6   
第一は、 フリーライドの防止という意義である。 国際的な特許保護に関する古典的文献が
挙げる例15を示せば、ある発明（例えば、ある製品自体又はその製造方法）を特許で保護す
ることが A 国においてのみ可能である場合であって、その製品が A 国から輸出されている
ケースを想定する。このケースの下では、A 国特許権者以外の A 国事業者は当然にその製
品の製造を自由になし得ない。 これに対して、 その他の国の事業者はこれを自由になし得る
ため、 A 国特許権者以外の A 国事業者は、 特許権者に対して競争上不利になるのみならず、
他国の事業者との関係においても競争上不利な立場に置かれることになる。 これらのうち前
者の効果 （A 国における特許権を持たない事業者が特許権者よりも不利になること） は特許






















                                                                                                                                            
Scotchmer, The Political Economy of Intellectual Property Treaties, 20 J. L. ECON. & ORG. 415, 416 
(2004). 
15 E DITH TILTON PENROSE, THE ECONOMICS OF THE INTERNATIONAL PATENT SYSTEM 132-35 (1951). 
16  現に、Penrose は、  途上国（ただしそこにおける輸出企業を除く）については国際的な特許制度に係る
義務を課さないことを提唱していた。Id. at 220-22. 
17 Keith E. Maskus, Intellectual Property Rights in Encouraging FDI and Technology Transfer, in 
INTELLECTUAL PROPERTY AND DEVELOPMENT, supra note 3, at 41, 66. 
18  このような主張をする文献は数多く存在するが、例えば、最近の文献として、VIEWS ON THE FUTURE OF 7   
 










権機関)が 1970 年に設立されたことも重要な動きであった21。 ③しかし、 次第に多国間での
条約交渉が困難性を増し、 二国間、 複数国間ないし地域単位の取り組みが積極化した。 特に、
1980 年代以降の米国による二国間主義の展開(スペシャル 301 条など)22や NAFTA に知的
                                                                                                                                            
THE INTELLECTUAL PROPERTY SYSTEM: ICTSD SELECTED ISSUE BRIEFS No. 1 (Int’l Centre for Trade 
and Sustainable Dev. ed., 2007)に寄せられた、 欧米の著名な研究者であるJohn H. Barton, Josef Drexl, 
Dominique Foray 各教授の論考を参照。また John Duffy, Harmony and Diversity in Global Patent 
Law, 17 BERKELEY TECH. L.J. 685 (2002)は、制度間競争の有用性を根拠として制度の国際的統一につき
消極論を説く点でユニークである。経済学の観点からの分析例としては、Scotchmer, supra note 14, at 
417, 435-36 (知的財産制度に関する内国民待遇と国際調和を内容とする条約は、最適水準を超える保護
を招くことを論証している); Gene M. Grossman & Edwin L.-C. Lai, International Protection of 
Intellectual Property, 94 AM. ECON. REV. 1635, 1649-50 (2004)(TRIPS 協定のような知的財産制度の一
律の調和を求める条約は南(途上国)の費用で北(先進国)に利益をもたらすものと評価する); Maskus, 
supra note 17, at 41, 66. 
19 Bryan Mercurio, TRIPS-Plus Provisions in FTAs: Recent Trends, in REGIONAL TRADE AGREEMENTS 
AND THE WTO LEGAL SYSTEM 215, 216 (Lorand Bartels & Federico Ortino eds., 2006)参照。 
20  本稿において多国間協定(multilateral agreements)とは、全世界の国・地域が一定の要件を満たせば参
加することが可能であり、かつ、より多くの国・地域の参加が期待されているものを意味し、典型的に
はいわゆるパリ条約、ベルヌ条約や TRIPS 協定等がこれに当たる。なお、地域単位でも、1960 年代頃
から欧州、アフリカ、南米をはじめとする世界各地で様々な取極がなされてきている。地域単位の知的
財産関係の取極の歴史的概観につき、Michael Blakeney, The Role of Intellectual Property Law in 
Regional Commercial Unions, 1 J. WORLD INTELL. PROP. 691 (1998); INTERNATIONAL ENCYCLOPAEDIA 
OF INTELLECTUAL PROPERTY TREATIES 75-83, 148-51 (Alfredo Ilardi & Michael Blakeney eds., 2004)参
照。 
21 WIPOの歴史と役割については、 Sisule F. Musungu & Graham Dutfield, Multilateral Agreements and 
a TRIPS-plus World: The World Intellectual Property Organization (WIPO), (Quaker U.N. Office, 
TRIPS Issues Papers No. 3, 2003); James Boyle, A Manifesto on WIPO and the Future of Intellectual 
Property, 2004 DUKE  L.  &  TECH.  REV. 9 (2004); CHRISTOPHER  MAY,  THE  WORLD  INTELLECTUAL 
PROPERTY ORGANIZATION: RESURGENCE AND THE DEVELOPMENT AGENDA (2007)参照（いずれも WIPO
が開発面に留意した国際的知的財産制度の構築について役割を果たすべきことを主張している）。 
22 Robert P. Merges, Battle of Lateralisms: Intellectual Property and Trade, 8 B.U. INT’L L.J. 239 














え TRIPS 協定の締結以後は、二国間等の協定が TRIPS 協定の定める水準を超える保護を
定めたり、TRIPS 協定のカバーしていない分野について新たな制度を定めたりするなど、
いわゆる TRIPS プラスの規定を置くことに二国間等の協定の大きな意義が生じることとな
った。 また、 TRIPS 協定はすべての TRIPS 協定当事国に対する最恵国待遇の付与を原則と
した(同協定 4 条)。そのため、二国間等の協定の合意内容が TRIPS 協定の規律対象事項を
含む場合、 二国間等の協定の法的効果は、 当事国以外の WTO 加盟国にも均霑されることに
なる。TRIPS 協定を背景とする以上の事情により、二国間等で知的財産制度について合意
することの意義は、 TRIPS 協定発効以前のそれとは大きく異なるのである。 この点を含め、
二国間等の協定の意義、TRIPS 協定との関係については、後に立ち入った検討を行う(本論
文 4 章及び 5 章)。 
 
(エ)  貿易関連措置としての知的財産制度 
WTO 協定の一部として TRIPS 協定が合意されたことにより、知的財産制度は貿易関連
措置と位置づけられることとなった。 この位置づけの是非については、 今日においても激し
い意見の対立がある。 理論的見地から、 知的財産制度を WTO 協定の枠内で扱うことの合理
性を否定する見解も有力である25。理論上の正当性はともかくとして(ただし直感的には、
                                                                                                                                            
高倉成男『知的財産法制と国際政策』128 頁以下(有斐閣、2001); Thomas Cottier, The Prospects for 
Intellectual Property in GATT, 28 COMMON MKT. L. REV. 383, 389 (1991); MICHAEL PATRICK RYAN, 
KNOWLEDGE  DIPLOMACY 72-89, 104-13 (1998); DUNCAN  MATTHEWS,  GLOBALISING  INTELLECTUAL 
PROPERTY RIGHTS: THE TRIPS AGREEMENT 29-33 (2002)等参照。 
23 Allen Z. Hertz, Shaping the Trident: Intellectual Property under NAFTA, Investment Protection 
Agreements and at the World Trade Organization, 23 CAN.-U.S. L.J. 261 (1997). 
24 TRIPS協定は、 極めて広範な分野につき具体性のある保護の最低基準を定め(1条1項及び第2部参照)、
準司法的な紛争解決制度が用意され(64 条 1 項参照)、権利行使手続についても規律を定める(第 3 部)等
の点で大きな特徴を持つ。TRIPS 協定の特徴については、鈴木將文「自由貿易体制における知的財産制
度に関する一考察」名古屋大学法政論集 205 号 1 頁以下(2004)参照。 
25  例えば、著名な経済学者がかかる否定的見解を述べる例として、Arvind Panagariya, TRIPs and the 
WTO: An Uneasy Marriage, in THE NEXT TRADE NEGOTIATING ROUND: EXAMINING THE AGENDA FOR 
SEATTLE 91 (Jagdish Bhagwati ed., 1999); Jagdish Bhagwati, Intellectual Property Protection and 
Medicines, THE  FINANCIAL  TIMES, September 2002, available at 
<http://www.columbia.edu/~jb38/FT%20Submission%20on%20IP%20&%20Medicines%20091502.pd
















かしこれら両者の経済的 ・ 政策的意義は大きく異なっていることは認識されるべきであろう。  
 
3.  RTAs における知的財産条項の現状 
 
以上の予備的検討に基づき、 RTAs における知的財産条項の問題についてさらに検討を進
める。しかし RTA の数は膨大に及ぶため、RTAs における知的財産条項の実状について類
                                                                                                                                            
STIGLITZ, supra note 7, at 10.  これに対し、WTO において知的財産制度を規律することを支持する経済
学者の見解として、例えば、MASKUS, INTELLECTUAL PROPERTY RIGHTS IN THE GLOBAL ECONOMY, supra 
note 3, at 239 参照。また、Edwin L.-C. Lai & Larry D. Qiu, The North’s Intellectual Property Rights 






的な文献として、CHRISTOPHER  MAY,  A  GLOBAL  POLITICAL  ECONOMY OF INTELLECTUAL  PROPERTY 
RIGHTS: THE NEW ENCLOSURES? (2000); MATTHEWS, supra note 22; SUSAN K. SELL, PRIVATE POWER, 
PUBLIC LAW: THE GLOBALIZATION OF INTELLECTUAL PROPERTY RIGHTS (2003); DONALD G. RICHARDS, 
INTELLECTUAL PROPERTY RIGHTS AND GLOBAL CAPITALISM: THE POLITICAL ECONOMY OF THE TRIPS 
AGREEMENT (2004); MEIER  PEREZ  PUGATCH,  THE  INTERNATIONAL  POLITICAL  ECONOMY OF 
INTELLECTUAL  PROPERTY  RIGHTS (2004); CHRISTOPHER  MAY  &  SUSAN  K.  SELL,  INTELLECTUAL 
PROPERTY RIGHTS: A CRITICAL HISTORY (2006)等がある。これらの研究は、概して知的財産制度の開発
に対する意義を評価せず、同制度を先進国又は技術力のある企業が優位性を維持・強化するための制度
を捉える傾向が強い。TRIPS 協定を巡る最近の議論を要約したものとして Peter K. Yu, TRIPS and Its 
Discontents, 10 MARQ. INTELL. PROP. L. REV. 369 (2006)参照。 
26  同旨の見解を述べるものとして、Carsten Fink & Patrick Reichenmiller, Tightening TRIPS: The 
Intellectual Property Provisions of Recent US Free Trade Agreements (World Bank Trade Note No. 
20, 2005). 10   




(1)  主要国が関係する RTAs の知的財産条項 
 
  欧米及び我が国の RTAs における知的財産条項の傾向を見ると、以下のとおりである。 
 
(ア)  米国 
近年の米国は、 RTAs において知的財産に関する詳細な取極めをなすことを目指している






ること30に示されている。 そして、 実際に近年締結された米国関係の RTAs(特に FTA)には、
詳細な知的財産条項が置かれている。 それらを一見して明らかなように、 米国が特に重視し
ているのは、 製薬関係の知的財産(特許及びテストデータ)の保護、 著作権の保護並びに権利
                                                  
27  米国が締結した FTA は、 1985 年(発効年、 以下同じ)の対イスラエル、 89 年の対カナダ、 94 年の NAFTA、
2001 年の対ヨルダン、 04 年の対シンガポール、 対チリ、 05 年の対オーストラリア、 06 年の対モロッコ、
対 CAFTA(エルサルバドル、 ホンデュラス、 ニカラグア、 グァテマラ、 コスタリカ)及びドミニカ共和国、
対バーレーン、がある。対ペルーFTA 及び対オマーン FTA は議会承認を経て実施準備中である。本稿
脱稿時点（2008 年 3 月）において署名済みで議会の承認待ちの状態にあるものとして、コロンビア、パ
ナマ、韓国との FTA がある。さらに多数の交渉が進行中である。Jeffrey J. Schott, Assessing US FTA 
Policy, in F REE TRADE AGREEMENTS: US STRATEGIES AND PRIORITIES 359-73 (Jeffrey J. Schott ed., 
2004); USTR のサイト<http://www.ustr.gov/Trade_Agreements/ Section_Index.html>参照。また、多
くの途上国との間で二国間投資協定(BITs)も締結されている。投資協定については、少なくとも最近締
結されたものには、 FTA のような詳細で具体的な規定ではないが、 知的財産関係の条項が置かれている。 
米国のモデルBIT(<http://www.state.gov/documents/organization/38710.pdf＞参照)は、 知的財産を 「投
資」の一形態として、内国民待遇・最恵国待遇とともに“fair and equitable treatment”及び “full 
protection and security”を求めている(同 5 条)。投資協定の知的財産条項については、Peter Drahos, 
BITs and BIPs: Bilateralism in Intellectual Property, 4 J. WORLD INTELL. PROP. 791 (2001); Carlos 
María Correa, Bilateral Investment Agreements: Agents of New Global Standards for the Protection 
of Intellectual Property Rights? (Grain Briefings, August 2004), available at  
<http://www.grain.org/briefings/?id=186>; Ermias Tekeste Biadgleng, IP Rights Under Investment 
Agreements: The TRIPS-plus Implications for Enforcement and Protection of Public Interest (Sough 
Centre Research Papers No.8, 2006)参照。 
28  ただし、米国政府は最近このような戦略を転換する方針を固めたとの情報があり（2008 年 1 月 28 日に
東京で行われたシンポジウム「知的財産と東アジア・ルネッサンス」（主催：京都大学経済研究所、経
済産業研究所）における Keith Maskus 教授の報告による）、今後の動向が大いに注目される。 
29  Bipartisan Trade Promotion Authority Act, 19 USCS § 3802.  なお本法に基づく大統領の貿易促進権限
は 2007 年 7 月 1 日に失効した。 
30  19 USCS § 3802 (b)(4). 11   
行使(enforcement)の確保である31。 
 
(イ)  欧州(EU)32 
EUは、 共同体商標制度及び共同体意匠制度その他EC規則や指令に基づく制度33などEU
域内の知的財産制度を設けている。また、欧州には EU 加盟諸国及び EU 非加盟の欧州諸
国が締結した欧州特許条約に法的基礎を置く欧州特許制度34が存在する。さらに EU は、域













                                                  
31  その具体例については、日本国際知的財産保護協会編『自由貿易、経済連携協定等の地域統合における
知的財産権の取り扱いに関する調査研究報告書』 (日本国際知的財産保護協会、 2004)、 大町真義編著 『米
国の FTA 知的財産戦略と我が国への示唆 〔改訂版〕 』 (日本機械輸出組合、 2007); Fink & Reichenmiller, 
supra note 26 を参照。 
32 EU 域内の知的財産権制度については、 Maximiliano Santa Cruz S., Intellectual Property Provisions in 
European Union Trade Agreements: Implications for Developing Countries (ICTSD IPRs and 
Sustainable Development Issue Paper No. 20, 2007)参照。以下の EU 関係の記述の多くは同文献に負
う。 
33  共同体商標及び共同体意匠は、いずれも EU 域内をカバーする単一の広域権利を認める制度である。さ





州特許制度には、EU 加盟国 27 カ国中 26 カ国が参加するとともに EFTA の加盟国の一部も参加してい
る)。 
35 EU は単純な FTA のほか、旧植民地国や近隣国等との間で Economic Partnership Agreements や
Association Agreement などを締結してきており、その中に知的財産条項が置かれる例が多い。 
36  例外的に、 トルコとの 1995 年の協定は詳細な規定を置いていた。 また、 個別分野に関し、 EU はワイン・
蒸留酒に係る地理的表示(及び伝統的表現)について独自の二国間協定の締結を進めてきており、これま
でのところオーストラリア、カナダ、チリ、メキシコ、南アフリカ、米国との協定が成立している。 
37 Cotonou 協定 46 条。ただし文言は一部省略している。 12   




ところで、EU・域外国の RTAs の知的財産条項に対する近年の EU の姿勢には、変化の
兆しが見られる。それは、例えば、2004 年に発表された「第三国における知的財産権の行
使に関する戦略」に「二国間協定の知的財産権行使に関する条項を強化する」旨が述べられ
ていること41や、2006 年 10 月に EC が決定した“Global Europe”という政策方針の中で、
知的財産権保護と並んで二国間協定について従来よりも実益を重視する趣旨がうたわれて
いること42などで示唆されていた。 そして、 EUが2006年末にCaribbean Forum of African, 
Caribbean and Pacific States (CARIFORUM)43に提示した案は、 知的財産分野につき非常
に詳細な規定を置いていると伝えられている44。 
なお、EU が域外国との関係で特に重視している知的財産制度関連の事項としては、地理
                                                  
38 「最高の国際水準」(the highest international standards)との表現がとられている例として、アルジェ
リア、チリ、イスラエル、ヨルダン、レバノン、南アフリカ、チュニジアのそれぞれとの協定があり、







る。EU が加盟していない条約に EU 制度を越える水準の知的財産権保護規定がある場合、「最高の国
際水準」 の保護を与える旨の規定に従えば、 EU が域内制度を変更して必要な保護水準を達成する必要が
出てくる。しかし、このような保護水準を定める RTAs を締結することによって、EU 自身が域内制度
を変更する義務までをも引き受けたとは考えにくい。 その一方で、 EU 並みの保護水準を義務付ける規定
は、以上の解釈上の問題は生じさせないし義務内容も比較的明確であるため、実質的な拘束力が強いと
いうことができよう。Santa Cruz S., supra note 32, at 11  参照。 
41 Commission of the European Communities, The Strategy to Enforce Intellectual Property Rights in 




42 Peter Mandelson, Remarks to the Global Europe Conference: Competing in the World. The Way 
Forward (Nov. 13, 2006), available at  
<http://ec.europa.eu/commission_barroso/mandelson/speeches_articles/sppm129_en.htm>. 
43 EU は ACP(Africa, Caribbean, and Pacific)国との間で Lomé 協定(1975 年)及びこれに代わる Cotonou
協定を結んできたが、 さらに ACP 国が 6 つのグループに分かれ、 その各グループと EU の間で経済協力
協定(Economic Partnership Agreements)を結ぶべく交渉が行われている。CARIFORUM はそのグル
ープの一つである。 
44 EU の提案はノンペーパーとして提示されたと伝えられており、 公式には公表されていないようであるが、
NGO によって公開されている。<http://www.bilaterals.org/article.php3?id 
_article=6496&var_recherche=cariforum>参照。Santa Cruz S., supra note 32, at 18-30 がこの提案に


















にはいわゆる TRIPS プラスの規定も見られる。しかし、これらは米国の RTAs のような特
定産業と関連の深い特殊な問題についての規定ではなく、 より一般的な内容となっている48。  
 




①  知的財産保護に関する実体面の合意 
特定の知的財産に関し、保護の対象、保護水準(期間、方法)等を定める条項である。  
②  知的財産保護に関する手続面の合意 
                                                  
45  Santa Cruz S., supra note 32, at 5-9. 





上記のような TRIPS プラスの規定を有しているが、 基本原則である内国民待遇と最恵国待遇に関する規
定(第 114 条及び第 115 条)において「TRIPS 協定の規定(前者については 3 条と 5 条、後者については
4 条と 5 条)に従い」との文言が置かれているために、これらの原則は TRIPS プラスの部分には及ばな
いようにも読める。 実際に TRIPS プラスの部分に適用させないことを意図した規定であれば問題ないが、









(3) RTAs における「TRIPS プラス」条項の諸類型 
 
上記の類型化とは別に、TRIPS 協定との関係を基準とする分類もあり得る。すなわち、




① TRIPS 協定が定める水準を超える保護を義務付ける条項 
TRIPS 協定がカバーする知的財産について、 同協定が定める保護水準を超える保護を
約束する条項である。例えば、著作権の保護期間につき 70 年の期間を定める条項な





② TRIPS 協定が許容している例外等に関する裁量の幅を狭める条項 
TRIPS 協定が、 例外措置等について加盟国に一定の裁量を認めている(TRIPS 協定に
おける“flexibility”と表現されることがある)のに対し、RTAs の当事国がこの裁量の
幅を狭める趣旨の約束をする条項である。例えば、特許対象につき TRIPS 協定 27 条
                                                  
49 TRIPS プラスの条項の類型については、 Drahos, supra note 27, at 792-93; Grain,‘TRIPS-plus’ through 
the Back Door: How Bilateral Treaties Impose Much Stronger Rules for IPRs on Life than WTO 
(Grain Briefings, July 2001), available at <http://www.grain.org/briefings/?id=6>; David Vivas-Eugui, 
Regional and Bilateral Agreements and a TRIPS-plus World: the Free Trade of the Americas (FTAA) 
at 4 (Quaker U.N. Office TRIPS Issues Papers No. 1, 2003); Antony S. Taubman, Collective 
Management of TRIPS: APEC, New Regionalism and Intellectual Property, in I NTELLECTUAL 
PROPERTY  HARMONISATION WITHIN ASEAN AND APEC  161, 183 (Christopher Heath, Christoph 
Antons & Michael Blakeney eds., 2004)参照。ただし、これらの文献では本文で述べた①と③の区別に
係る論点については論じられていない。 15   












4.  RTAs の知的財産条項に関する多国間協定の規律 
 
(1) RTAs の知的財産条項と多国間協定との関係についての問題の焦点 
 
  RTAs の知的財産条項について、TRIPS 協定等の多国間協定(ただし知的財産関係の協定
に限定する)上どのような規律が適用されるであろうか。 TRIPS 協定上の最恵国待遇原則及
び内国民待遇原則に基づいて RTAs の知的財産権条項のもたらす利益が他国にも差別なく
均霑され、 かつ TRIPS協定の締約国民が RTA当事国から不利な取り扱いを受けない限り、
RTAs 参加国以外の国の利益を害するという問題は基本的に生じない。 結局のところ問題の
焦点は、 TRIPS プラスの条項が TRIPS 協定上の最恵国待遇原則及び内国民待遇原則とはた
して整合性を保っているかどうか、また TRIPS プラスの条項の広がりが国際的な知的財産
制度の発展を害するおそれを持つかどうかという点にあると考えられる。 それゆえ以下では、




(2)  保護水準の問題 
 
                                                  
50  例えば MARK J. DAVISON, THE LEGAL PROTECTION OF DATABASES 221-26 (2003)は、EC データベース保
護指令が実質上、著作権制度の性格を持つことから TRIPS 協定 3 条・4 条の適用を受け、同指令の定め
る相互主義はこれらの規定に反する疑いがあると指摘する。また、LIONEL BENTLY & BRAD SHERMAN, 
INTELLECTUAL PROPERTY LAW 305 (2nd ed. 2004)は、同指令が仮に不正競争の保護の性格を持つもので
あるとしても、やはり TRIPS 協定に違反する可能性があるとする。 16   
(ア) WTO 協定との関係51 
TRIPS 協定は、 締約国が二国間協定・地域的協定によって TRIPS 協定が定める水準を超
えて知的財産を保護することを原則として認めている(1 条 1 項)。また、GATT(1994 年の
関税及び貿易に関する一般協定)との関係については、 仮に GATT の規定との整合性に問題
がある場合でも(例えば輸入制限効果を持つ措置が 11 条違反とされる場合)、20 条(d)の一
般例外の規定により原則として正当化されると解される52。すなわち、TRIPS プラス条項
について、 保護水準が高いこと自体は WTO 協定上原則として問題とならないと考えられる
53。 
  




(3)  差別的取扱いについて 
 
(ア) WTO 協定 
RTAs の「TRIPS プラス」条項に基づいて RTA 当事国の国民を優遇すること（反面、非
当事国の国民を不利に扱うこと） は許されるであろうか。 まず WTO 協定との関係について
この論点を検討する。 
TRIPS 協定上、 地域統合に関する特則は設けられていない(ただし WTO 協定発効前の措
置については、4 条(d)参照)。一方、同協定は内国民待遇(3 条)及び最恵国待遇(4 条)の原
則を定める(もっとも、両規定は若干の例外を定めている)。したがって、RTAs の知的財産
条項が GATT 及び GATS(サービスの貿易に関する一般協定)との関係で正当化されるもの
であるとしても、 RTAs 当事国が当事国以外の国民を差別的に取り扱う知的財産条項を置く
ことは、TRIPS 協定上原則として許されない。 
  しかし、TRIPS 協定による内国民待遇・最恵国待遇の両原則については、一定の限界が
あることに留意すべきである。 
  第一に、両原則の適用対象は、同協定がカバーする「知的財産」(1 条 2 項参照)の保護に
                                                  
51 WTO 協定が知的財産制度についてどのように適用されるかについては、鈴木・前掲論文(注 24)、15 頁
以下を参照。 
52 GATS との関係も 14 条(c)の一般的例外規定(GATT と異なり知的財産保護は例示されていないが)によ
り原則として正当化されるであろう。 
53  本文において 「原則として」 と記したのは、 TRIPS プラスの条項によって保護水準を上げることが WTO
協定問題となることも例外的にあり得ると考えられるためである。しかし、実際の紛争解決手続で保護
水準が高いこと自体が協定不整合と認められるのは、非常に特殊なケースであろう。以上につき、鈴木・
前掲論文(注 24)、21-24 頁参照。 
54  ある知的財産の保護が他の知的財産の保護を弱める効果を持つような場合に、後者の保護に係る協定上
問題が生じ得ることは別論である。 17   
関するものに限られる。換言すれば、RTAs で保護が約束された知的財産(又はこれに類す
る利益)が TRIPS 協定上の「知的財産」に当たらない場合には、第三国は、TRIPS 協定 3
条・4 条を根拠として自国民に対する同水準の保護を主張できない。 
  もっとも、TRIPS 協定上の「知的財産」の範囲については一義的に明らかではない。例
えば、不正競争からの保護について、TRIPS 協定第 2 部には非開示情報の保護以外は特記
されていないものの、パリ条約 10 条の 2 の遵守を義務付ける TRIPS 協定 2 条 1 項を介し
て TRIPS 協定上の「知的財産」の保護に含まれると解することができるのであれば55、
TRIPS 協定の 3 条・4 条の規律はかなり広範な分野をカバーすることとなる。また、上述
のように、創作性のないデータベースの保護が TRIPS 協定 3 条・4 条の適用を受けるかに
ついては、積極・消極両論が主張されているところである。 
第二に、RTAs 当事国による異なった取扱いが TRIPS 協定締約国国民の国籍という基準
に基づくものではなく、 商品の原産地や輸出国など国籍以外の基準に基づくものである場合
には、当該 RTAs と TRIPS 協定上の内国民待遇・最恵国待遇との抵触はおそらく問題とな
らない(ただし「事実上」(de facto)国民間を差別するものであれば問題となり得る)。具体
例として、EU における並行輸入に関するいわゆる域内消尽の措置は、TRIPS 協定 3 条・4
条に不整合とはいい難いと思われる56。 
ただし、TRIPS 協定 3 条・4 条の適用を受けない措置であっても、GATT 又は GATS の
最恵国待遇(GATT1 条、GATS 2 条)や内国民待遇(GATT3 条、GATS17 条)等の規定が適
用されることにより、 それらの協定との関係で差別的措置が許されないということはあり得
る。 
その場合、 すなわち RTAs による差別的措置が GATT や GATS の規定に反すると認めら
れる場合に、一般例外の規定(GATT20 条、GATS14 条)や地域経済統合に関する規定




  以上のように TRIPS 協定上の内国民待遇・最恵国待遇原則の適用範囲には限界があるも
                                                  
55  このような解釈は、商号を TRIPS 協定上の知的財産と認めた Appellate Body Report, United States - 
Section 211 Omnibus Appropriations Act of 1998, WT/DS176/AB/R (Jan. 2, 2002) (adopted Feb. 1, 
2002)の解釈を敷衍することにより、 可能と思われる。 なお、 EC の地理的表示制度を巡る事件において、
EC の措置はパリ条約 10 条の 2 及び 10 条の 3 に違反し、 ひいては TRIPS 協定 2 条 1 項に違反する旨を
オーストラリアが主張したのに対し、 パネルは、 パリ条約の上記規定が TRIPS 協定 2 条 1 項によって同
協定にどのように取り込まれているかについては判断を留保しつつ、オーストラリアの主張立証が不十
分であるとしてこの主張を否定している。Panel Report, EC - Protection of Trademarks and 
Geographical Indications for Agricultural Products and Foodstuffs, ¶¶ 7.721-7.728, WT/DS290/R 
(Mar. 15, 2005) (adopted Apr. 20, 2005).  同パネル報告書については、鈴木將文「EC の地理的表示制度
を巡る WTO 紛争に係るパネル報告書の分析」AIPPI51 巻 8 号 22 頁（2006）参照。 
56  鈴木・前掲論文(注 24)、46 頁参照。 
57 Appellate Body Report, Turkey - Restrictions on Imports of Textile and Clothing Products, 
WT/DS34/AB/R (Oct. 22, 1999) (adopted Nov. 19, 1999). 18   




(イ)  その他の協定 
TRIPS 協定以外の知的財産関係の多国間協定においては、内国民待遇が定められている




5.  RTAs の知的財産条項の意義と問題点・留意点 
 
















                                                  
58  知的財産制度と GATT や GATS 等の関係については、 従来突っ込んだ議論がなされてこなかったと思わ
れる。この問題については鈴木・前掲論文(注 24)参照。なお注 55 で触れた EC の地理的表示事件に関
し、TRIPS 協定と GATT が重畳的に適用されるとの前提に立って TRIPS 協定 3 条 1 項及び GATT3 条
4 項(いずれも内国民待遇を定める規定)の違反が認められたことが大いに注目される。 鈴木 ・ 前掲論文(注
55)参照。 
59  ただし、TRIPS 協定以外の協定では最恵国待遇は定められておらず、内国民待遇原則だけでは、例えば
協定の当事国が自国民よりも他の当事国の国民を優遇している場合について違反を問えないという問題
はある。また、WTO の下におけるような実効性ある紛争解決制度がないという点も問題である。 
60 Keith E. Maskus, Implications of Regional and Multilateral Agreements for Intellectual Property 
Rights, 20 THE WORLD ECONOMY 681, 687 (1997)参照。 19   
ことにつき、本章(2)及び(3)において詳述する。 
 
(2) RTAs の知的財産条項の問題点・留意点 
 















がある。さらに、TRIPS 協定や GATT・GATS 等の法的規律が及ぶ問題であっても、RTAs
に関する国際的な監視体制が十全に機能しているとはいいがたい。 法的規律及び監視体制が












                                                  
61  以下(ア)及び(イ)では、主に二国間の協定を想定して論じるが、複数国間協定についても当てはまるこ
とが多いと思われる。 
62  注 49 に挙げた文献参照。 国内制度の変更につながる二国間交渉が当事国国内の民主的プロセスを経ずに
進められる等の問題も、指摘されている。 20   
れに参加しないことが相対的に不利になるため、 その面から二国間交渉に事実上追い込まれ
るという要因はむしろ強まっているともいえる。 



















きが我が国を含め世界的に活発な状況下では、 例えば米国と A 国が RTA を合意した後に A
国が我が国と RTA の締結交渉をする、あるいは A 国と B 国が RTA を締結し、さらに B 国












                                                  






(エ)  具体例の検討 
上に挙げた問題が現実化していると思われる TRIPS プラス条項の例を見てみよう。 
① テストデータ保護 




これに対し、近年米国が締結する RTAs には、TRIPS 協定 39 条 3 項を超える保護
スキームを規定するものがある66。 それらの条項に関しては、 主に途上国の立場から、
特に医薬品へのアクセスに対する障壁を高めるおそれが強く指摘されている67。我が
国としても、(i)当事国以外の国の国民が差別されることがないか(TRIPS 協定 39 条
3 項を超える部分、特に「非開示」要件を設けない保護規定については、同項との関





                                                  
64 Taubman, supra note 49, at 174-78. 
65  同規定の制定経緯については、G. Lee Skillington & Eric M. Solovy, The Protection of Test and Other 
Data Required by Article 39.3 of the TRIPS Agreement, 24 NW. J. INT’L L. & BUS. 1 (2003)参照。 
66  例を挙げれば、①NAFTA(1711 条 5～7 項)は、TRIPS 協定に近いが原則 5 年間の独占期間等を定める
点で、②米・星 FTA(16.8 条)は、対象を非開示情報に限定せず、 「新規の化学物質を利用」の要件や「相
当の努力」の要件を設けず、非承認期間(医薬品 5 年以上、農業化学品 10 年以上)を定める等の点で、③
米・モロッコ FTA(15.10 条)は、 「新規性のある医薬品又は農業用化学品の販売承認」の条件として提出
される safety and efficacy data に加え、医薬品（新規性は要件とされていない）の承認に必要な new 





Carlos María Correa, Unfair Competition Under the Trips Agreement: Protection of Data Submitted 
for the Registration of Pharmaceuticals, 3 CHI. J. INT’L L. 69 (2002); Susan Scafidi, The “Good Old 
Days” of TRIPS: The U.S. Trade Agenda and the Extension of Pharmaceutical Test Data Protection, 
4 YALE J. HEALTH POL’Y L. & ETHICS 341 (2004); Skillington & Solovy, supra note 65 参照。 


















ドーハにおける WTO の第 4 回閣僚会議において TRIPS 理事会における検討が合意
され70、また WIPO 等においても国際的な検討が進められているが、未だ具体的な結
論は出ていない。 
これに対し、例えば ANDEAN Community の指令では、TK 保護について規定を
置き、TK を無断で利用した特許について無効理由を認める可能性も定めている71。
                                                  
68  (i)については、 このような措置の適用要件として行為者の悪意を求めるもの(米 ・ チリFTA17.7条5(a))、
悪意又は有過失を要件とするもの(米・星 FTA16.4 条 7、米・豪 FTA17.4 条 7(a)及び FTAA(3 次ドラ
フト))、主観的要件を定めないもの(CAFTA-DR、米・モロッコ FTA、米・バーレーン FTA)などに分
かれる。(ii)については、例えば米・星 FTA では非営利図書館の民事責任の免責についての規定
(DMCA1203 条(5)(A))や、民生用家電製品等の製造業者に過度の負担を課さないためのいわゆる No 
mandate 条項(DMCA1201 条(c)(3))を欠いている。 本件については、 Gwen Hinze, Seven Lessons from 
a Comparison of the Technological Protection Measure Provisions of the FTAA, the DMCA, and 
Recent Bilateral Free Trade Agreements (Electronic Frontier Foundation, June 2005), available at 
<http://www.eff.org/IP/FTAA/?f=tpm_implementation.html>参照。 なお、 米国が自国の法制度と異なる
内容を FTA に盛り込んでいる点は、FTA の条項がどのように国内法的効力を付与されるか、国内法(連
邦法)と整合しない場合に国際法上の履行義務はどう扱われるかという観点から、同国の対応が注目され
るところである。この論点については、Frederick M. Abbott, Intellectual Property Provisions of 
Bilateral and Regional Trade Agreements in Light of U.S. Federal Law (UNCTAD - ICTSD Project 
on IPRs and Sustainable Development, Issue Paper No. 12, 2006)参照。 
69  我が国の不正競争防止法 2 条 1 項 10 号・11 号はアクセス管理技術の無効化機器等の提供を規制の対象
とし、個々の無効化行為そのものは規制の対象としていない。 
70  WTO Ministerial Conference Fourth Session, Ministerial Declaration Adopted on Nov. 14, 2001, ¶19, 
WT/MIN(01)/DEC/1 (dated Nov. 20, 2001). 
71 Dec. 391 of the Comm’n of the Andean Community on Common Regime on Access to Genetic 
Resources, July 2, 1996, unofficial English translation available at 23   
また、FTAA の 3 次ドラフトは TK について sui generis の権利を認める規定を設け
ている72。 






















                                                                                                                                            
<http://www.comunidadandina.org/ingles/normativa/D391e.htm>;  Dec. 486 of the Comm’n of the 
Andean Community on Common Intellectual Property Regime, Sept. 14, 2000 (entered into force on 
Dec. 1, 2000), unofficial English translation available at 
<http://www.comunidadandina.org/ingles/normativa/D486e.htm>. 
72 FTAA(3 次ドラフト)Subsection B.2.f 1 条 1 項。 
73  米・星 FTA16.7 条 2。 FTAA(3 次ドラフト)7 条 1 項には 5 年以内に国内消尽への転換を義務付ける規定
案が置かれている。 
74  並行輸入の問題については、鈴木・前掲論文(注 24)参照。 
75  厳密には、米国の制度は先発明主義と結び付いたものであり、日本等のグレースピリオドとは性格が異
なる。 
76  本稿執筆時点では、米国における議会承認、韓国における国会批准には至っていない。 
77 John  Thomas 教授は、 FTA で合意することにより米国自身が国内法を改正することが困難となる問題を
“lock-in effects”として指摘している(並行輸入に関する合意を例に挙げている)。John R. Thomas, 
Intellectual Property and the Free Trade Agreements: Innovation Policy Issues 18-19 (CRS Rep. for 




(3)  小括 
 













  さらに、 既存の多国間協定への加盟やその遵守の約束、 審査協力などの協力に関する条項
は、当事国の実状を踏まえて合意される限りは、当事国にも、また国際知的財産制度の構築
の観点からも、有意義なものと評価すべきであろう。 










































制度への影響について、 国際機関による調査 ・ 検討を行うことも有益であり81、 必要に応じ、
                                                  
80  知的財産保護の新たな実体的ルールの検討の場としては、本来、知的財産制度専門の国際機関である






81  John H. Barton, The Future of the Intellectual Property System and Consequent Negotiation Topics, 
in VIEWS ON THE FUTURE OF THE INTELLECTUAL PROPERTY SYSTEM, supra note 18, at 13, 15 も、WTO
の地域経済統合関係のレビュー手続やTRIPS理事会関係のチェック手続によるRTAsの知的財産条項の26   
そのような取り組みを我が国として提言することも検討に値すると思われる。 
                                                                                                                                            































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































of the One part,







































































































































































































































of the One Part,
and the Republic
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